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地域からの地球温暖化対策の推進▶▶

第3節　北九州市役所の地球温暖化対策

1 . 市役所の二酸化炭素総排出量

平成21年度（2009年度）の市役所における二酸化炭素排出量は、290千トンと推計されています。

内訳としては、オフィス・工場等の施設でのエネルギー消費に伴うものが158千トン、道路照明・自動車等の施設以外

でのエネルギー消費に伴うものが18千トン、ごみ焼却（プラスチック等の石油製品焼却）や下水処理工程に伴うエネルギー

消費以外に伴うものが153千トンです。

一方、ごみ発電や水力発電の電力会

社への売却分として 39 千トン分の削

減に寄与しています。

二酸化炭素排出量を減少させるため

に、オフィス・工場等では運用改善等

による省エネルギーの推進、道路照明

等では LED化の推進、自動車等では電

気自動車の導入やエコドライブの推進

を図っています。また、太陽光発電等

の導入も推進しています。

2 . 市役所の地球温暖化対策

（1）主な取組内容

◆市役所における二酸化炭素排出量（千㌧CO₂ ／年）

小計

発電等売却分

合計

H21年度
（2009）

80

78

8

10

153

329

△39

290

区　　　分

エネルギー消費分

オフィス等（本庁舎・区役所・市民センター等）

工場等（ごみ焼却工場・浄化センター・浄水場等）

道路照明等

自動車等（公用車・ごみ収集車・消防車・市営バス等）

ごみ焼却（プラスチック等の石油製品焼却分）、
下水処理工程からの排出分

ごみ発電・水力発電・太陽光発電等

エネルギー消費以外分

【 ① 省エネルギーなどエコオフィスの取組 】
•不要な照明はこまめに消灯をする。
•使用していない電気製品・器具の電源をこまめに切る。
•室内を適正な温度に保つ。
•空調設備の維持管理を適正に行う。設備の更新時に、高効率・省エネ型機器を購入する。
•こまめな節水を行う。
•ごみの減量やリサイクルを行う。

【 ② グリーン購入 】
•古紙配合率の高い製品、エコマークやグリーンラベルの付いた製品を優先的に購入する。

【 ③ 公用車における環境配慮 】
•エコドライブを徹底する。
•次世代自動車（電気自動車等）の導入を推進する。H22まで実績：50台
　（電気自動車8台、プラグインハイブリッド自動車1台、ハイブリッド車1台、水素燃料電池自動車1台、天然ガス
　 自動車 34台、ハイブリッド塵芥車3台、ハイブリッド給水車2台）

【 ④ 市役所の新エネルギー対策】
•太陽光発電等の新エネルギーを導入する。
　H21までの実績： H10 紫川水源地 150kW、H12 学術研究都市 150kW、H17 ～ 18 自然史・歴史博物館 160kW、

小中学校18校分ほか
　H22の実績：日明浄化センター150kW、市民センター10kW,4kW、市営住宅10kW、
　　　　　　　 水道局配水池2箇所×10kW、小中学校117校分ほか

【 ⑤ 市役所の省エネルギー対策】
• LED等の省エネルギー機器を導入する。

【 ⑥ その他の取組】
•市営バス：エコドライブを徹底し、燃料使用量削減を推進する。（若松営業所、向田営業所）
•病院：コージェネレーションシステムを導入し、エネルギーの高効率化を図る。
　 （H19 医療センター400kW× 2 （（ESCO事業で更新））、H12 門司病院 150kW× 2、H14若松病院110kW× 2）
•消防：フロン類を用いた消火設備・機器の適正管理を徹底する。
•ごみ：ごみ発電、熱供給を推進する。
　 （H19 新門司工場23,500kW、H3 日明工場 6,000kW、H10 皇后崎工場36,340kW）
•上下水道：ポンプなどの台数制御、インバータ制御化を図る。

日明浄化センター

市民センター

アジア低炭素化センターへの LED導入

水道局配水池

市営住宅

勝山公園グリーンエコハウスへの LED導入

電気自動車 水素燃料電池自動車 ハイブリッド塵芥車
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地域からの地球温暖化対策の推進▶▶

（3）ISO14001による取組

本庁舎における環境保全活動をより確実に実行してい

くため、平成 12年 3月に環境マネジメントシステムの

国際認証である ISO14001 を取得しました。さらに、環

境科学研究所においても、平成 15年 7月に ISO14001

の認証を取得しました。

区　　分 適用範囲・目標

本　　庁　　舎

環境科学研究所

北九州市環境基本計画に掲げる施策の推進
北九州市役所の本庁舎すべての事務活動に
適用され、エコオフィスを目指す。

環境及び保健衛生に係る試験・検査及び調
査研究等全ての事業活動に適用される。

◆ISO14001による取組の成果（本庁舎）

大区分

省エネルギー
・省資源の推進

ごみ減量・
資源化の推進

グリーン購入の推進

公用車の適正管理

意識の定着

公共工事における
環境配慮

合  計

小区分 平成20年度
（基準年）

平成22年度
実績（速報値）

目  標
（平成23年度まで）

基準年からの増減

使用量 CO₂量（㌧） 経費（千円）

電気（千kwh）

ガス（千m³）

水道（m³）

コピー用紙使用量（万枚）

一般廃棄物（㌧） 

環境物品調達率
（合理的な理由の
非適合品を除く）

ガソリン等燃料（kl）

5分間清掃（人）

コンクリート塊（再資源化率）

アスファルト塊（再資源化率）

　　　－

4,905

412

30,148

3,442

70

99.23%

162

1,058

100%

100%

－　

－1.2%

±0%

±0%

3,000

±0%

100%

適正管理

積極参加

100%

100%

－　

－488

　－14

　－175

122

　－19

－　

　

　－14

－　

－　

－　

－　

－205

－33

0

－　

　－7

－　

　

－32

－　

－　

－　

－277

－4,979

　1,686※1

　－359

－304※2

－426

－　

　

－2,677

－　

－　

－　

－7,059

4,417

　398

　29,973

　3,564

　51

集計中

　

　148

1,193

集計中

集計中

－　

※1 経費が増加された理由は、ガス料金が上がったため
※2 経費が削減された理由はコピー用紙の単価が下がったため

（2）市役所における新エネルギー導入実績

・穴生発電所（340ｋW）

穴生浄水場の原水である力
丸ダム取水の大きな有効落
差を利用した発電施設（水が
高い所から流れ落ちる力を
利用して水車発電機を回転
させ電力エネルギーを発生）

小水力発電 
・紫川水源地（150ｋW）

紫川の緩速ろ過池の上部に
太陽電池を設置。通常時は
ポンプ電力に利用し、災害時
には避難場所の夜間照明や
情報装置に電力を供給する。

太陽光発電 太陽光発電 
・北九州市自然史・歴史博
　物館（160ｋW）
自然史・歴史博物館の屋上
に太陽光発電設備を設置
し、使用電力の一部を太陽
光発電で補うとともに来館
者に対して地球環境保全の
理解を深める。

・皇后崎工場（36,340ｋW）

焼却炉の熱を利用して発生
させた蒸気を再度過熱して
蒸気タービン発電機を駆動
し、高効率発電するもので
あり、再加熱する熱源とし
てガスタービン発電機の排
熱を利用する。

廃棄物発電 
・北九州学術研究都市（３６０ｋW）

環境エネルギーセンターに設
置した燃料電池（200kW）
やガスエンジン発電装置によ
るコ・ジェネレーション
（160kW）（発電の際に排出
される熱を空調などにも利用
することにより、電気と熱の
両方を供給する仕組み）

燃料電池他 


